
（単位：千件、百万円）

契約件数 貯蓄残高 契約件数 貯蓄残高 契約件数 貯蓄残高 契約件数 貯蓄残高
平成 20 年度 6,710 10,373,104 2,182 3,877,949 1,114 2,698,008 10,006 16,949,061
平成 21 年度 6,524 10,381,175 2,129 3,781,141 1,055 2,566,864 9,709 16,729,180
平成 22 年度 6,391 10,506,632 2,081 3,676,870 1,012 2,460,871 9,484 16,644,374
平成 23 年度 6,237 10,648,718 2,040 3,576,258 961 2,347,846 9,237 16,572,823
平成 24 年度 6,052 10,687,463 1,990 3,466,634 910 2,231,443 8,952 16,385,540

注：件数及び残高は各年度末の数値である。

一般財形貯蓄 財形年金貯蓄 財形住宅貯蓄 合 計
年 度
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○世帯主の職業別・貯蓄額現在高と財形貯蓄の貯蓄総残高の推移

※総務省統計局「家計調査」（平成１２年以前については総務省統計局「貯蓄動向調査」）、財形貯蓄の総残高は厚生労働省調べ
※※「貯蓄動向調査」は平成１２年で調査終了しているため、「家計調査」での調査開始前の平成１３年については、データが存在しない。

家計における貯蓄額は平成１２年頃のピークを境に、減少しつつある。
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○世帯主の職業別・純貯蓄額（負債を除く）現在高の推移

※総務省統計局「家計調査」

勤労者世帯の純貯蓄額は、この10年低下傾向にあり、勤労者以外の世帯との格差が拡大しつつある。



○企業規模別・きまって⽀給する現⾦給与額（⽉額）の推移

※厚生労働省大臣官房統計情報部「賃金構造基本統計調査」
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勤労者の給与水準は、この10年減少傾向にあるが、減少幅は企業規模が小さいほど大きくなっている。



※厚生労働省統計情報部「就労条件総合調査」
（注）平成11 年、16 年調査での調査対象は「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」であったが、平成21 年調査では調査対象を

「支社を含めて常用労働者が30人以上の民営企業」に拡大している。

○企業規模別・財形貯蓄制度の導⼊状況の推移
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財形貯蓄制度の導入割合は、企業規模が大きいほど高いが、経年で比較すると、
すべての企業規模で導入割合は減少している。



○定期預⾦⾦利、基準割引率及び基準貸付利率の推移

※日本銀行「金融経済統計月報」
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【過去５年度分の実績】 （単位：件、千円）
年 度 貸付件数 貸付決定額 融資残高

平成 20 年度 2,376 50,955,160 1,927,180,000
平成 21 年度 2,206 46,294,340 1,771,546,000
平成 22 年度 1,109 20,385,160 1,603,146,000
平成 23 年度 670 12,020,260 1,420,888,000
平成 24 年度 865 15,143,040 1,249,107,000
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※総務省統計局「住宅・土地統計調査」

○雇⽤者世帯の持家率の推移

雇用者世帯の持家率については、自営業主世帯に比べ、依然として低い水準にある。
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【過去５年度分の推移】

年 度 新規貸出額（兆円） 貸出残高（兆円）

平成 20 年度 19.8 177.7

平成 21 年度 19.3 175.1

平成 22 年度 19.7 176.1

平成 23 年度 19.8 176.6

平成 24 年度 20.1 178.3

住宅ローン新規貸出額及び貸出残高

資料出所：（独）住宅金融支援機構「業態別住宅ローンの新規貸付額及び貸付残高の推移」

※ 新規貸出額について、平成７年度の36.4兆円をピークに漸減傾向となって
おり、直近過去５年度分では20兆円前後で推移している。一方、貸付残高額
について、平成10年度より170兆円～180兆円台で推移していることから、
住宅ローン市場規模は縮小しているといえる。

しかし、平成22年度から24年度にかけて連続して新規貸出額及び貸出残高
も上昇に転じており、今後の推移について留意する必要がある。
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【貸付決定件数】

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 計

平成23年10月～24年9月 68 55 36 33 43 29 50 42 39 82 41 26 544

平成24年10月～25年9月 101 81 41 96 83 76 149 82 167 188 66 45 1,175

【参考】財形持家融資貸付金利の推移（過去５年） （％）

年 度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度

平成２５年度

※ 財形持家融資の貸付金利は５年間固定金利制であり、毎年４、７、１０、１月に改定している。
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1.28 1.22 0.92 0.89 1.08

1.52 1.38 1.33 1.33 1.39

1.43 1.36 1.33 1.50 1.41

1.64 1.76 1.56 1.42 1.60

財形持家融資貸付金利引下げ後の貸付決定状況

※ 貸付金利引下げ前後１年間の比較を見た場合、貸付金利引下げ後１年間の貸付決定件数は、
引下げ前の１年間の状況と比較して215.9%伸びている。
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情勢を踏まえ、貸付金利を再設定し、平成24


	①【05】【議題(3)】H25貯蓄残高グラフ .pdf
	②【06】【議題(3)】貯蓄関連データ.pdf
	③【08】【議題(3)】企業規模別・財形制度導入状況.pdf
	④【06】【議題(3)】貯蓄関連データ - コピー.pdf
	⑤コピー【07】【議題(3)】持家融資実績グラフ（25年3月31日現在）.pdf
	⑥【09】【議題(3)】勤労者世帯持家率.pdf
	⑦コピー【10】【議題(3)】住宅ローンの新規貸出額及び貸出残高（25年3月31日現在）.pdf
	⑧コピー【11】【議題(3)】貸付決定状況比較（スプレッド引下げ前後）.pdf

